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インド日本商工会の概要と特徴

概要
2006年に非営利協会として法人登記、会員数475社（12月1日時点）
デリーNCRに拠点を持つ日系企業を中心に全インドから参加

2022年度活動計画
業界別の部会・分科会、業界横断の委員会活動充実
ビジネス環境改善活動の充実

特徴
大使館からの多大なるご支援
JETRO、JBIC、JICA、NEDOなどJ機関との連携
ビジネス環境改善活動や各種調査など全インドを代表して活動
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•設 立 2006年7月17日 Society（法人）化
•会員数 475社（2022年12月1日時点）

会員数推移
•設立の趣旨

1.会員相互の情報交換および親睦
2.日印間の商工業の発展および親善交流の促進
3.会員共通の利益となる諸活動の実施

注：2020年度よりグループへの登録を複数可能としたためグループ所属数の合計と会員総数は一致しません。



2委員会、2コミッティ、9部会、11分科会となり活動も充実
2022年活動ポイント：新規立ち上げ、汎インドにおける活動連携

素材メーカー
分科会 (24)
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部会・分科会・委員会組織図

貿易(54)・金融(20)・サービス(130)

グループ 210社

輸送機器

グループ 115社

一般製造グループ

183社

金融部会
(16)

鉄鋼分科会(16)

貿易部会
(26)

ロジステ
ィクス

部会(17)

輸送機器

部会(111)

電気および電子機器、
通信、ソフトウエア関

連部会(31)

社会インフラ・プ
ラント重工建設・
鉄鋼関連部会(40)

素材・化学

工業関連部会
(32)

会長
（貿易）

副会長
（貿易）

副会長
（金融）

副会長
（一般製造）

例：JCCII役職
（出身部会）

デジタルカメラ分科会
(7)

プリンティング分科会
(8)

書記長
（貿易）

社会インフラ・プラント重工分科会(18)

建設分科会(8)

医療機器
部会(17)

副会長
（一般製造）

部会長
兼務

委員会：ビジネス環境改善委員会、税務コミッティ(28)、知財コミッティ(5)、輸出委員会(28)

食品部会(6)完成車メーカー
分科会 (11)

一般部品メーカー
分科会 (42)

電装品メーカ
ー分科会 (18)

製造用設備・機械・工具・
金型メーカー分科会 (15)

運輸・関連情報サ
ービス分科会 (3)



基本的な考え方
 モディ政権がポストコロナ時代に向けて提唱する「自立した（自己依存の）インド
（Artmanirbhar Bharat）」を日系企業として後押しする提案をインド政府に行う。

 日本の成長戦略の一環として、日本企業によるインドへの対外投資を促進するために、単に
要望だけを伝えるのではなく、インド政府・関係機関と議論しながら未来志向でビジネス環
境改善・課題解決に取り組んでいくというスタンス。

２０２２年度活動方針
 今年3月の岸田首相の訪印の際、日本からインドへの５兆円投融資目標が掲げられたが、その
実行支援に向けてインドにおけるビジネス環境改善は官民双方の課題として認識されている。

 インド産業国内取引推進局に提出している改善提言書の質の向上に取り組んでおり、日印間
の定期フォローアップの新たな枠組みが検討されている。
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ビジネス環境改善委員会活動①
•2009年より毎年、インド政府宛ビジネス環境改善提案書（旧：建議書）を提出
•2021年度より以下の通り、基本的な考え方を未来志向型へ見直し
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ビジネス環境改善活動 概念図

カウンターパート（窓口）：DPIIT

インベスト・インディア

（ジャパンプラス）

関係省庁

事務局：JETRO

金融部会

輸送機器部会

デジタルカメラ分科会

鉄鋼分科会

社会インフラ・プラント重工分科会

素材・化学工業部会

大使館

関係省庁
テーマ別

サプライチェーン、
環境問題、税制等

日印産業競争力パートナーシップ、各省庁ごとの日印政策対話、
日印ビジネス・リーダーズ・フォーラム（経団連）、日印経済委員会（日・東商）との連携

※紙面の都合上一部のみ記載

ビジネス環境改善委員会活動②

業界別提案・交渉

＜体制＞
 事務局:JETRO
 連携強化:大使館、日本経済団体、各地の商工会・商工部、インド経済団体のビジネス環境改善活動



2020年度活動報告

コロナ、日印間渡航関係
コロナ関連情報の配信及び意見集約の実施
日印間渡航に関する制限の緩和を要望
大使館、インド政府、航空会社、
各日本人会・商工会の協力により実現
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インド発2回、日本発2回の
アンケートを実施

駐在員査証有効化、ビジネス査証・帯同査証取得
DEL, BOM, MAA, BLR発臨時便(JAL/ANA)
日本発DELチャーター便(JAL/ANA)
日本発DEL. BOM, BLR臨時便(JAL/ANA)

インド日本商工会チャーター便
羽田発初便8月5日JAL8839便５か月ぶりにデリー空港に到着
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コロナ関連①
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コロナ関連②

日本政府支援による
日本人専用PCR検査事業
日本人会・商工会共催
計452名

5月 6月 7月 9月 10月

日本人会・商工会からの
要望踏まえた一時帰国時の
ワクチン接種事業予約受付開始

インドにおける専用ワクチン接種場
プレステージ主催計238名

新型コロナウィルス関連
WEBセミナー
日本人会・商工会共催

大使館主催
在留邦人向け在宅PCR検査事業
実施数：約400件

22年2月

2021年度活動報告
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インド日本商工会のご案内

ホームページ
https://jccii.in/

入会案内
https://jccii.in/registration

総合問い合わせ
https://jccii.in/contact

事務局長 杉野 健治
Email: jccii@jccii.in / sugino@jccii.in

ご清聴誠にありがとうございました。

皆様のインド進出を
心よりお待ちしております。


